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(57)【要約】
　反射型の発光装置において、蛍光の利用効率を向上さ
せる。発光装置（１）は、レーザ光（Ｅ）を受け蛍光を
発する蛍光体粒子（Ｐ）を含む発光部（１１）と、発光
部（１１）と発光部（１１）を支持する基板（１２）と
の間に配され、端部（Ａ）が露出された透明材料膜（１
３）と、端部（Ａ）に対向する投光部材とを備え、レー
ザ光（Ｅ）は、発光部（１１）の、透明材料膜（１３）
と対向する側とは反対側の励起光照射面（Ｓ）に照射さ
れる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　励起光を受け蛍光を発する蛍光物質を含む発光部と、
　上記発光部と、当該発光部を支持する支持部材との間に配され、端部が露出された透明
材料膜と、
　上記端部に対向する投光部材と、を備え、
　上記励起光は、上記発光部の、上記透明材料膜と対向する側とは反対側の励起光照射面
に照射されることを特徴とする発光装置。
【請求項２】
　上記励起光は、上記励起光照射面の全面に照射されることを特徴とする請求項１に記載
の発光装置。
【請求項３】
　上記励起光照射面の面積と、上記透明材料膜の、上記発光部と対向する面の面積とは、
同じであることを特徴とする請求項１または２に記載の発光装置。
【請求項４】
　上記透明材料膜の厚さは、０．１μｍ以上１０μｍ以下であることを特徴とする請求項
１から３のいずれか一項に記載の発光装置。
【請求項５】
　上記透明材料膜の平均屈折率は、上記発光部の平均屈折率よりも高いことを特徴とする
請求項１から４のいずれか一項に記載の発光装置。
【請求項６】
　上記発光部は、吸収波長域が異なる複数の種類の蛍光体物質を含むことを特徴とする請
求項１から５のいずれか一項に記載の発光装置。
【請求項７】
　上記透明材料膜は、主層と、屈折率が当該主層よりも低く、かつ、上記支持部材側に配
された第一の補助層とを含むことを特徴とする請求項１から６のいずれか一項に記載の発
光装置。
【請求項８】
　上記透明材料膜は、屈折率が上記主層よりも低く、かつ、上記発光部側に配された第二
の補助層をさらに含むことを特徴とする請求項７に記載の発光装置。
【請求項９】
　上記主層は、二酸化チタンを含むことを特徴とする請求項７または８に記載の発光装置
。
【請求項１０】
　上記透明材料膜は、誘電体材料を含むことを特徴とする請求項１から９のいずれか一項
に記載の発光装置。
【請求項１１】
　上記透明材料膜は、ガラスを含むことを特徴とする請求項１から１０のいずれか一項に
記載の発光装置。
【請求項１２】
　上記端部は、上記透明材料膜を切断することにより形成されたことを特徴とする請求項
１から１１のいずれか一項に記載の発光装置。
【請求項１３】
　上記支持部材は、凸部を有し、
　上記発光部は、上記凸部によって支持され、
　上記透明材料膜は、上記発光部と、上記凸部との間に配されていることを特徴とする請
求項１から１２のいずれか一項に記載の発光装置。
【請求項１４】
　上記凸部の上記透明材料膜に対向する面である凸面の面積は、上記凸面と平行な上記凸
部の断面の面積よりも大きいことを特徴とする請求項１３に記載の発光装置。
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【請求項１５】
　上記投光部材は、反射鏡であることを特徴とする請求項１から１４のいずれか一項に記
載の発光装置。
【請求項１６】
　上記反射鏡の形状は、すり鉢形状であり、
　上記反射鏡の内面と、上記端部とは、対向していることを特徴とする請求項１５に記載
の発光装置。
【請求項１７】
　上記反射鏡の形状は、回転楕円体または回転放物面、の一部を含むことを特徴とする請
求項１５または１６に記載の発光装置。
【請求項１８】
　上記反射鏡の形状は、回転楕円体の一部を含み、
　上記発光部は、上記反射鏡の第一焦点に配され、
　上記反射鏡の第二焦点に位置する焦点を有する凸レンズをさらに備えることを特徴とす
る請求項１７に記載の発光装置。
【請求項１９】
　請求項１から１８のいずれか一項に記載する発光装置と、
　上記励起光を照射する励起光源と、を備えることを特徴とする照明装置。
【請求項２０】
　請求項１９に記載の照明装置を備えることを特徴とするスポットライトまたは車両用前
照灯。
【請求項２１】
　請求項１から１８のいずれか一項に記載の発光装置と、
　上記励起光を照射する励起光源と、
　上記投光部材によって配光制御された光を導光する光ファイバーと、を備えることを特
徴とする内視鏡。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、励起光を受けて蛍光を発する発光部を備える発光装置などに関する。
【背景技術】
【０００２】
　蛍光物質に励起光を照射することによって生じる蛍光を出射する発光装置の構成が、特
許文献１～５に開示されている。
【０００３】
　特許文献１～２の発光素子は、支持基材に結合材で結合された蛍光体粒子を発光源とし
て利用している。
【０００４】
　特許文献３の輝尽性蛍光体パネルは、金属基板に無機酸化物皮膜を介し配された蛍光体
層を発光源として利用している。
【０００５】
　特許文献４の放射線像変換パネルは、金属などにより構成された基板上に形成された酸
化物層上に、さらに形成された蛍光体層を発光源として利用している。
【０００６】
　特許文献５の発光装置は、半導体発光素子に導電部材を介し配された蛍光物質を発光源
として利用している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】日本国公開特許公報「特開２０１２－１８５４０２号公報（２０１２年９
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月２７日公開）」
【特許文献２】日本国公開特許公報「特開２０１２－１８５４０３号公報（２０１２年９
月２７日公開）」
【特許文献３】日本国公開特許公報「特開２００６－２６７０１３号公報（２００６年１
０月５日公開）」
【特許文献４】日本国公開特許公報「特開２００６－１１９１２４号公報（２００６年５
月１１日公開）」
【特許文献５】日本国公開特許公報「特開２００６－２１０４９１号公報（２００６年８
月１０日公開）」
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　蛍光物質を含む発光部に励起光を照射し、当該励起光が照射された発光部の面である励
起光照射面から主に蛍光を取り出す構成の発光装置を「反射型」の発光装置と称すること
にする。換言すれば、反射型の発光装置が備える発光部では、励起光が照射される面と、
蛍光が主に取り出される面とが、一致している。
【０００９】
　反射型の発光装置では、発光部の、励起光照射面とは反対側の面を支持部材（例えば、
金属基板）にて支持する。つまり、発光部は、支持部材に接した状態になっている。そし
て、この支持部材を熱伝導性の高い部材とすることにより、発光部の放熱効果を高めるこ
とができる。
【００１０】
　しかし、反射型の発光装置では、発光部が発した蛍光の一部は、発光部と支持部材との
界面で反射し発光部に戻る。発光部へ反射して戻った蛍光は、励起光とは異なり蛍光体を
励起できず、発光部の内部で減衰する。そのため、従来の反射型の発光装置では、蛍光の
利用効率が低下する。このような課題があることを本発明の発明者らが初めて見出した。
【００１１】
　実際に、特許文献１～５には、反射型の発光装置において蛍光の利用効率が低下するこ
とについては開示されていない。
【００１２】
　本発明は、反射型の発光装置において、蛍光の利用効率を向上させることを目的とする
。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記の課題を解決するために、本発明の一態様に係る発光装置は、励起光を受け蛍光を
発する蛍光物質を含む発光部と、上記発光部と、当該発光部を支持する支持部材との間に
配され、端部が露出された透明材料膜と、上記端部に対向する投光部材とを備え、上記励
起光は、上記発光部の、上記透明材料膜と対向する側とは反対側の励起光照射面に照射さ
れる。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明の一態様によれば、反射型の発光装置において、蛍光の利用効率を高めることが
できる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】実施形態１の発光ユニットの構成を示す断面図である。
【図２】図１に示される発光ユニットの製造方法を示す断面図である。
【図３】図１に示される発光ユニットの効果を説明するための断面図である。
【図４】図１に示される発光ユニットを利用したヘッドライトの構成を示す断面図である
。
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【図５】実施形態２の発光ユニットの製造方法を示す断面図および上面図である。
【図６】図５に示される発光ユニットを利用したヘッドライトの構成を示す断面図である
。
【図７】実施形態３の発光ユニットの製造方法を示す断面図および上面図である。
【図８】図７に示される発光ユニットを利用したヘッドライトの構成を示す断面図である
。
【図９】実施形態４の発光ユニットの製造方法を示す断面図および上面図である。
【図１０】図９に示される発光ユニットを利用したスポットライトの構成を示す断面図で
ある。
【図１１】実施形態５の発光ユニットの製造方法を示す断面図である。
【図１２】図１１に示される発光ユニットの効果を説明するための断面図である。
【図１３】図１１に示される発光ユニットを利用した照明器具用光源の構成を示す断面図
である。
【図１４】実施形態６の発光ユニットの製造方法を示す断面図である。
【図１５】図１４に示される発光ユニットを利用した内視鏡用光源の構成を示す断面図で
ある。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　〔実施形態１〕
　本発明の第一実施形態について、図１～図４に基づいて説明する。
【００１７】
　≪発光ユニット１の構成≫
　図１は、本実施形態の発光ユニット１の構成を示す断面図である。発光ユニット１は、
「反射型の発光装置」において用いられる光源の主要ユニットである。本明細書において
「反射型の発光装置」とは、蛍光物質を含む発光部に励起光を照射し、当該励起光が照射
された発光部の面である励起光照射面から主に蛍光を取り出す構成の発光装置を意味する
。
【００１８】
　以下では、本発明の実施形態として、ヘッドライトを例に挙げて説明する。ただし、本
発明は、自動車以外の車両・移動物体（例えば、人間・船舶・航空機・潜水艇・ロケット
など）のヘッドランプとして実現されてもよいし、その他の照明装置として実現されても
よい。その他の照明装置として、例えば、サーチライト、プロジェクター、家庭用照明器
具、商業用照明装置、屋外照明装置を挙げることができる。
【００１９】
　図１に示されるように、発光ユニット１は、発光部１１と、基板１２（支持部材）と、
透明材料膜１３とを備える。この発光ユニット１は、図４を用いて後述するように、ヘッ
ドライト５（発光装置、照明装置、車両用前照灯）が備えるユニットである。ヘッドライ
ト５は、発光ユニット１の他に、投光部材を備えている。
【００２０】
　（発光部１１）
　発光部１１は、レーザ光Ｅ（励起光）を受け蛍光を発する蛍光体粒子Ｐ（蛍光物質）を
含む。蛍光体粒子Ｐは、ＹＡＧ（Yttrium Aluminum Garnet）蛍光体と、ＣＡＳＮ（Calci
um Aluminum Silicon Nitrogen）蛍光体とを含む。発光部１１は、蛍光体粒子Ｐを低融点
ガラスＱで封止したものである。発光部１１の励起光照射面Ｓは、例えば１．０ｍｍ×０
．５ｍｍである。発光部１１の厚さは、例えば０．１ｍｍである。
【００２１】
　このように、発光部１１は、吸収波長域が異なる複数の種類の蛍光体物質を含んでよい
。
【００２２】
　なお、図１以外の図において、発光部１１・１１ａ～ｅにおける蛍光体粒子Ｐは省略さ
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れており、発光部１１・１１ａ～ｅなどの外形のみが、示されている。
【００２３】
　（基板１２）
　基板１２は、発光部１１を支持する支持部材であり、例えば、透明材料膜１３に対向す
る表面が鏡面加工されたアルミニウムである。基板１２は、その他の金属基板であっても
よく、銅または鉄からなる基板であってもよい。金属基板である基板１２は、熱伝導性が
高く、発光部１１の発熱を効率的に放熱することができる。
【００２４】
　（透明材料膜１３）
　透明材料膜１３は、発光部１１と基板１２との間に配されており、発光部１１から出射
された蛍光を導光する膜である。この透明材料膜１３は、露出した端部Ａを有しており、
透明材料膜１３に入射した蛍光は、透明材料膜１３の内部を伝搬し、端部Ａから出射され
る。
【００２５】
　また、透明材料膜１３は、例えば、酸化アルミニウム（Ａｌ２Ｏ３）膜（誘電体膜）で
あり、その厚さは、例えば、０．５μｍである。このように、透明材料膜１３は、誘電体
材料を含んでよい。
【００２６】
　なお、発光部１１に照射されたレーザ光の一部が蛍光に変換されずに発光部１１を透過
し、透明材料膜１３に入射することもあり得る。この場合には、透明材料膜１３の端部Ａ
から出射される光は、蛍光と励起光との混合光となる。
【００２７】
　（投光部材）
　ヘッドライト５が備える投光部材は、発光部１１が出射した蛍光を配光制御する光学部
材であり、透明材料膜１３の、端部Ａと対向する部分（例えば、反射面）を有している。
換言するならば、上記投光部材は、端部Ａから出射された蛍光を受光できる位置に配され
ている。投光部材の具体例については後述する。
【００２８】
　≪発光ユニット１の製造方法≫
　図２は、図１に示される発光ユニット１の製造方法を示す断面図であって、（ａ）は発
光ユニット１を切り出す前の積層体１０を示し、（ｂ）は積層体１０から切り出された後
の発光ユニット１を示し、（ｃ）は製造された発光ユニット１に対してレーザ光が照射さ
れる方向を示す。
【００２９】
　図２の（ａ）に示されるように、基板１２の一面の全体に、酸化アルミニウムを真空蒸
着し透明材料膜１３を形成する。透明材料膜１３の基板１２と対向する側とは反対側の面
の全体に、上述の蛍光体粒子Ｐ（図１参照）が低融点ガラスに封止されたものを塗布して
発光部１１を形成する。以上のようにして、積層体１０が製造される。
【００３０】
　図２の（ｂ）に示されるように、積層体１０は、ダイシングソーにより、例えば、１ｍ
ｍ×０．５ｍｍで、複数の発光ユニット１に分割（切断）される。
【００３１】
　発光ユニット１をヘッドライト５において使用する場合には、図２の（ｃ）に示される
ように、波長４５０ｎｍのレーザ光Ｅを発光部１１の励起光照射面Ｓの全面に照射する。
これにより、発光部１１の蛍光体粒子Ｐが励起されて蛍光を発する。
【００３２】
　このように、発光ユニット１に対してレーザ光Ｅを照射することにより、反射型の発光
装置を実現できる。
【００３３】
　なお、発光ユニット１の製造方法は、上述のものに限定されず、所定の形状に予め整形
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された基板１２の表面に、発光部１１および透明材料膜１３の積層構造を形成してもよい
。
【００３４】
　≪発光ユニット１の比較≫
　（従来の発光装置）
　発光部１１から出射する光の輝度または光束が大きくなるほど、発光部１１が発する熱
は大きくなる。このため、従来では、発光部１１が発する熱を、基板１２を通じて熱伝導
により排熱するために、発光部１１は、基板１２に直接形成されることが多かった。
【００３５】
　しかし、発光部１１と基板１２とが接触している場合、発光部１１の蛍光体粒子Ｐから
基板１２側へ出射された蛍光は、発光部１１と基板１２との界面で反射する。そして、基
板１２で反射された蛍光の一部は、外部に出射されず、発光部１１に戻る。発光部１１に
戻った蛍光は、同種または異種の蛍光体粒子Ｐによって吸収される（蛍光の損失）。
【００３６】
　特に、蛍光体粒子Ｐは、異なる吸収波長帯を有する複数の種類の蛍光体を含むとき、蛍
光を顕著に吸収する。具体的には、一方の蛍光体の発光が、他方の蛍光体に吸収される。
【００３７】
　そのため、従来では、発光部１１が発した蛍光の利用効率が低かった。
【００３８】
　（本実施形態の発光装置）
　発光ユニット１を用いた発光装置では、発光部１１から出射された蛍光の一部は、透明
材料膜１３の露出した端部Ａまで導光されるため、透明材料膜１３と基板１２との界面で
反射して発光部１１に戻ることが防止される。
【００３９】
　導光された蛍光は、透明材料膜１３の端部Ａから出射する。投光部材は、端部Ａに対向
するため、端部Ａから出射する光を受け所望の方向へ投光できる。
【００４０】
　そのため、発光ユニット１を用いた発光装置では、従来よりも、発光部１１が発した蛍
光の利用効率を高めることができる。
【００４１】
　具体的には、発光ユニット１の外部量子効率は、透明材料膜１３を備えない（発光部１
１と基板１２とを接触させた）発光ユニットの外部量子効率よりも１４％向上した。
【００４２】
　外部量子効率は、積分球により、レーザ光Ｅと、発光ユニット１が外部へ出射する光と
の強度比を測定して求めた。測定では、積分球中にて、レーザ光Ｅを発光部１１の励起光
照射面Ｓの全面に垂直に照射し発光部１１の蛍光体粒子Ｐを励起させた。
【００４３】
　以上のように、発光ユニット１では、反射型の発光装置における蛍光の利用効率を従来
よりも高めることができる。
【００４４】
　そして、蛍光体粒子Ｐが、異なる吸収波長帯を有する複数の種類の蛍光体を含むときで
あっても、一方の蛍光体の発光が、他方の蛍光体に吸収されることが少なくなる。このた
め、本実施形態の発光装置は、蛍光を効果的に外部に取り出すことができるという、特に
有利な効果を奏する。
【００４５】
　≪発光ユニット１の効果の説明≫
　図３は、図１に示される発光ユニット１の効果を説明するための断面図であって、（ａ
）は透明材料膜１３が発光部１１から出射された光を導光するモデルを示し、（ｂ）は透
明材料膜１３が露出していない構成の発光ユニットを示す。
【００４６】
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　（導光モデル）
　図３の（ａ）に示されるように、発光部１１の励起光照射面Ｓ側から、蛍光Ｌが出射す
る。さらに、発光部１１の励起光照射面Ｓとは反対側の面から、蛍光Ｌａが出射する。こ
の蛍光Ｌａは、透明材料膜１３の内部を伝搬し、外部へ出射する。つまり、透明材料膜１
３は、蛍光Ｌａの導波路として機能する。
【００４７】
　以上のように、蛍光Ｌに加え、蛍光Ｌａが発光ユニット１の外部へ出射するため、発光
ユニット１を備えた発光装置の蛍光利用効率は、従来よりも高くなる。
【００４８】
　（導光モデルの妥当性）
　図３の（ｂ）に示されるように、透明材料膜１３の端部Ａに遮光部材ａを設けると、発
光ユニット１の蛍光利用効率は、透明材料膜１３の端部Ａが露出されている場合よりも下
がることを、本発明の発明者らは実験によって確認している。つまり、図３の（ａ）に示
される導光モデルは妥当であることが、実験によって証明されている。
【００４９】
　≪発光ユニット１の効果をより高める構成≫
　（透明材料膜１３の面積）
　発光部１１の励起光照射面Ｓの面積（以下「発光面積」）と、透明材料膜１３の、発光
部１１と対向する面の面積（以下「導光面積」）とは、同程度であることが好ましい。導
光面積が、発光面積よりも大きければ、実質的な発光源のサイズは、導光面積で規定され
るため、発光面積よりも大きくなるとともに、発光点が見かけ上複数（励起光照射面Ｓと
透明材料膜１１の端部Ａ）存在してしまう可能性がある。
【００５０】
　発光面積と導光面積とをほぼ同じ面積とすることにより、発光部１１から出射する蛍光
Ｌ（図３の（ａ）参照）の出射位置と、透明材料膜１３の端部Ａから出射する蛍光Ｌａの
出射位置とが、概ね同一位置であるとみなせるため、発光ユニット１を光学的に扱いやす
くなる（例えば、投光部材が有する焦点に対して発光部１１の位置を決めやすくなる）。
【００５１】
　さらに、発光ユニット１の実質的な発光源のサイズを小さくできる。ここで、発光ユニ
ット１の実質的な発光源のサイズは、発光している部分の最外部によって決まる。このた
め、導光面積は、発光ユニット１の実質的な発光源のサイズとなる。当該発光源のサイズ
が小さいほど、小さな投光部材（レンズ・反射鏡など）で所望の投光が可能となるなど、
光学的にはより好ましいと言える。
【００５２】
　（レーザ光Ｅが照射される面積）
　レーザ光Ｅは、発光部１１の励起光照射面Ｓの全面に照射されることが好ましい。
【００５３】
　レーザ光Ｅが、発光部１１の一部（例えば発光部１１の中央）のみに照射された場合、
レーザ光Ｅの照射を受けた発光部１１の一部のみが発光する。このとき、発光ユニット１
を励起光照射面Ｓの法線方向側から見た場合、発光部１１の発光部位と、透明材料膜１３
の端部Ａとの二箇所が、別々の発光部位として観測される。つまり、発光ユニット１は、
見かけ上、複数の発光点を有することになる。
【００５４】
　しかし、レーザ光Ｅが、発光部１１の励起光照射面Ｓの全面に照射される場合、発光ユ
ニット１の正面から出射される光（図３の（ａ）に示される蛍光Ｌ）と、発光ユニット１
の側面から出射される光（図３の（ａ）に示される蛍光Ｌａ）とは、一点から出射した光
として観測される。つまり、発光ユニット１は、一つの発光点を有する発光源となる。
【００５５】
　そのため、単一の発光点を有する、点光源に好適な光源を実現できる。
【００５６】
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　なお、発光ユニット１の発光点が単一であると見なせるようにするために、厳密に励起
光照射面Ｓの全面にレーザ光Ｅを照射する必要は必ずしもない。レーザ光が、励起光照射
面Ｓの概ね全面（例えば、９５％以上）に照射される場合でも、発光ユニット１の正面か
ら出射される光と、発光ユニット１の側面から出射される光とを、一つの発光源由来の光
としてみなせることがある。よって、レーザ光が励起光照射面Ｓの概ね全面に照射される
構成も、本発明に含まれる。また、レーザ光が励起光照射面Ｓよりも広い範囲に照射され
てもよい。
【００５７】
　（透明材料膜１３の屈折率）
　透明材料膜１３の屈折率は、発光部１１の平均屈折率よりも高いことが好ましい。
【００５８】
　ここで、平均屈折率とは、部材（発光部１１または透明材料膜１３）が含む各物質の屈
折率を、物質の部材に対する体積含有率（含有された粒子間に空隙がある場合には、この
空隙の割合も考慮）に基づいて加重平均した値である。
【００５９】
　ＹＡＧ蛍光体の屈折率は、１．８３程度である。ＣＡＳＮ蛍光体の屈折率は、２．０程
度である。低融点ガラスの屈折率は、１．４７～１．５程度である。そして、発光部１１
は、ＹＡＧ蛍光体とＣＡＳＮ蛍光体とを所定の割合で混合したものを低融点ガラスで封止
したものであり、発光部１１の平均的屈折率は、１．６５程度である。一方、透明材料膜
１３は、酸化アルミニウム（いわゆる、アルミナ）を含むため、透明材料膜１３の屈折率
は、１．７６程度である。
【００６０】
　このように、透明材料膜１３の平均屈折率が、発光部１１の平均屈折率よりも高くなる
場合、発光部１１から透明材料膜１３に入射した光は、透明材料膜１３に閉じ込められや
すくなる。そのため、透明材料膜１３に入射した光を、横方向（端部Ａへ向かう方向）に
より確実に導波することができる。
【００６１】
　（透明材料膜１３の膜厚）
　透明材料膜１３の膜厚は、０．１μｍ以上１０μｍ以下であることが好ましい。
【００６２】
　透明材料膜１３の好ましい膜厚の上限値は、透明材料膜１３が含む材料や、発光ユニッ
ト１の使用形態（例えば、発光部１１の発熱量）に依存する。そして、透明材料膜１３の
膜厚が大きくなるほど、透明材料膜１３を介し発光部１１から基板１２へ放熱される熱量
が少なくなる。膜厚が１０μｍ以下である場合、透明材料膜１３は、発光部１１が発した
熱を充分に基板１２へ伝えることができる。
【００６３】
　また、透明材料膜１３の好ましい膜厚の下限値は、透明材料膜１３が含む材料や、透明
材料膜１３の上下に配される部材が含む材料の、光学物性値に依存する。そして、透明材
料膜１３の膜厚が小さくなるほど、透明材料膜１３が導光する光量は少なくなる。膜厚が
０．１μｍ以上である場合、透明材料膜１３は、光を充分に導光できる。つまり、透明材
料膜１３をコアとしたスラブ導波路として機能する。
【００６４】
　≪発光ユニット１を利用したヘッドライト５の構成≫
　上述の発光ユニット１を、例えば自動車のヘッドライト用の光源として利用できる。
【００６５】
　図４は、図１に示される発光ユニット１を利用したヘッドライト５（発光装置、照明装
置、車両用前照灯）の構成を示す断面図である。
【００６６】
　図４に示されるように、ヘッドライト５は、レーザ素子２１（励起光源）と、光ファイ
バー２２と、筐体２３と、凸レンズ２４と、支持台２５と、発光ユニット１と、投光部材
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として凹面鏡３１（反射鏡）と、凸レンズ３２とを備える。
【００６７】
　（レーザ素子２１）
　レーザ素子２１は、波長４５０ｎｍ（青色）・出力４Ｗのレーザ光を出射する半導体レ
ーザ素子である。レーザ素子２１は、放熱用のヒートシンク（非図示）に取り付けられて
いる。また、レーザ素子２１は、駆動用の電源回路（非図示）に接続されている。
【００６８】
　（光ファイバー２２）
　光ファイバー２２は、断面が長方形のコアを有するマルチモード光ファイバーである。
光ファイバー２２の一端は、レーザ素子２１の発光点に接続されている。また、光ファイ
バー２２の他端は、筐体２３に接続されている。レーザ素子２１が出射したレーザ光は、
光ファイバー２２を介して筐体２３の内部まで伝搬する。
【００６９】
　（筐体２３・凸レンズ２４）
　筐体２３は、凹面鏡３１の底部（Ｚ軸負方向側の部分）の外面に接続されている。
【００７０】
　凸レンズ２４は、筐体２３の内部に備えられている。そして、凸レンズ２４は、光ファ
イバー２２から出射したレーザ光を、発光ユニット１の発光部１１の励起光照射面Ｓの全
面に結像する。
【００７１】
　（支持台２５）
　支持台２５は、発光ユニット１を支持する台である。支持台２５の一端は、凹面鏡３１
の底部の内面に接続されている。支持台２５の他端は、発光ユニット１が所望の姿勢（発
光ユニット１の透明材料膜１３の端部Ａが、凹面鏡３１の反射面の一部に対向する姿勢）
となるように、発光ユニット１を支持している。支持台２５の材料は、発光ユニット１が
発する熱を熱伝導により放熱できるように、アルミニウムまたはセラミックスなどの、高
熱伝導性材料であることが好ましい。
【００７２】
　（凹面鏡３１・凸レンズ３２）
　凹面鏡３１は、回転楕円体の一部をベースにした凹面鏡である。そして、回転楕円体は
、焦点を二つ有する。発光ユニット１は、回転楕円体の第一焦点に配されている。よって
、発光ユニット１が出射した光は、凹面鏡３１で反射された後、概ね回転楕円体の第二焦
点Ｆに集光される。
【００７３】
　凸レンズ３２は、第二焦点Ｆに集光された光を、Ｚ軸正方向側へ投光する。
【００７４】
　≪ヘッドライト５の動作および効果≫
　ヘッドライト５は、以下のように動作する。
・図４に二点鎖線で示されるように、青色（波長４５０ｎｍ）のレーザ光が、発光ユニッ
ト１の発光部１１の励起光照射面Ｓの全面に照射される。
・図４に細い破線で示されるように、発光ユニット１の発光部１１から出射した、黄色の
蛍光（図３の（ａ）に示される蛍光Ｌ）と、青色のレーザ光とが混色した白色光が、照明
光Ｉとして投光される。
・図４に太い破線で示されるように、発光ユニット１の透明材料膜１３の端部Ａから出射
した、黄色の蛍光（図３の（ａ）に示される蛍光Ｌａ）と、青色のレーザ光とが混色した
白色光が、照明光Ｉａとして投光される。
【００７５】
　以上の動作により、従来では発光部１１から出射された後に発光部１１へ戻り発光部１
１の外部へ投光されなかった蛍光の一部（照明光Ｉａ）が、透明材料膜１３を介し発光部
１１の外部へ投光される。
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【００７６】
　〔実施形態２〕
　本発明の第二実施形態について、図５～図６に基づいて説明すれば、以下のとおりであ
る。なお、説明の便宜上、上述の実施形態にて説明した部材と同じ機能を有する部材につ
いては、同じ符号を付記し、その説明を省略する。
【００７７】
　≪発光ユニット１ａの製造方法≫
　図５は、本実施形態の発光ユニット１ａの製造方法を示す図であって、（ａ）～（ｂ）
は発光ユニット１ａを製造する過程を示す断面図であり、（ｃ）は（ｂ）の上面図であり
、（ｄ）は製造された発光ユニット１ａを示す断面図である。
【００７８】
　図５の（ａ）に示されるように、基板１２の一面の全体に、例えば、二酸化チタン（Ｔ
ｉＯ２）膜を真空蒸着し、透明材料膜１３ａを形成する。透明材料膜１３ａの膜厚は、例
えば、０．３μｍである。透明材料膜１３ａの屈折率は、２．５～２．７程度である。
【００７９】
　図５の（ｂ）～（ｃ）に示されるように、透明材料膜１３ａは、例えば、フォトリソグ
ラフィとウエットエッチングとにより円形にパターン形成される。
【００８０】
　図５の（ｄ）に示されるように、ＹＡＧ蛍光体を含むペーストを、例えば、スクリーン
印刷により円形の透明材料膜１３ａの上に塗布し、発光部１１ａを形成する。ここで、透
明材料膜１３ａの端部Ａが露出するように、透明材料膜１３ａの位置に合わせて発光部１
１ａを形成する。
【００８１】
　以上のように、発光部１１ａと、基板１２と、透明材料膜１３ａとを備えた発光ユニッ
ト１ａを製造できる。
【００８２】
　発光ユニット１ａでは、波長４５０ｎｍのレーザ光が、発光部１１ａの励起光照射面Ｓ
の全面に照射されることにより、発光部１１ａ中のＹＡＧ蛍光体が励起されて蛍光を発す
る。
【００８３】
　上述の発光ユニット１では、発光部１１は、ダイシングを利用しているため、直線状に
成形された。しかし、発光ユニット１ａでは、発光部１１は、任意の形状（例えば円形）
に成形され得る。
【００８４】
　≪発光ユニット１ａを利用したヘッドライト５ａの構成≫
　図６は、図５の（ｄ）に示される発光ユニット１ａを利用したヘッドライト５ａ（発光
装置、照明装置、車両用前照灯）の構成を示す断面図である。
【００８５】
　図６に示されるように、ヘッドライト５ａは、レーザ素子２１と、光ファイバー２２ａ
と、筐体２３と、凸レンズ２４と、支持台２５ａと、発光ユニット１ａと、投光部材とし
て凹面鏡３１ａ（反射鏡）とを備える。
【００８６】
　（光ファイバー２２ａ）
　光ファイバー２２ａは、光ファイバー２２と同様の機能を備える。しかし、光ファイバ
ー２２ａのコアの断面形状は、光ファイバー２２のコアの断面形状とは異なり、円形であ
る。これにより、発光ユニット１ａの円形の発光部１１ａに、円形のレーザ光を照射でき
る。
【００８７】
　（支持台２５ａ）
　支持台２５ａは、支持台２５とは異なり、発光ユニット１ａの透明材料膜１３ａの端部
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Ａが、ｘｙ平面が伸びる方向（凹面鏡３１ａの中心軸に垂直な方向）へ向くように、発光
ユニット１ａを支持している。
【００８８】
　（凹面鏡３１ａ）
　凹面鏡３１ａは、凹面鏡３１とは異なり、回転放物面の一部をベースにした凹面鏡であ
る。そして、回転放物面は、回転放物面の内部に焦点を一つ有する。発光ユニット１ａは
、回転放物面の焦点に配されている。よって、発光ユニット１ａが出射した光は、凹面鏡
３１ａに反射された後、概ね平行光として投光される。
【００８９】
　≪ヘッドライト５ａの動作および効果≫
　ヘッドライト５ａは、以下に列挙するように動作する。
・図６に二点鎖線で示されるように、青色（波長４５０ｎｍ）のレーザ光が、発光ユニッ
ト１ａの発光部１１ａの励起光照射面Ｓの全面に照射される。
・図６に細い破線で示されるように、発光ユニット１ａの発光部１１ａから出射した、黄
色の蛍光と、青色のレーザ光とが混色した白色光が、照明光Ｉとして投光される。
・図６に太い破線で示されるように、発光ユニット１ａの透明材料膜１３ａの端部Ａから
出射した、黄色の蛍光と、青色のレーザ光とが混色した白色光が、照明光Ｉａとして投光
される。
【００９０】
　以上の動作により、従来では発光部１１ａから出射された後に発光部１１ａへ戻り発光
部１１ａの外部へ投光されなかった蛍光の一部（照明光Ｉａ）が、透明材料膜１３ａを介
し発光部１１ａの外部へ投光される。
【００９１】
　また、ヘッドライト５ａが投光する照明光の形状は、発光ユニット１ａの発光部１１ａ
の形状と同様に、円形になる。上述のように、発光部１１ａの形状は任意形状に加工でき
るため、ヘッドライト５ａは、任意形状の照明光を投光できる。
【００９２】
　さらに、発光ユニット１ａが、発光ユニット１ａの投光部材である凹面鏡３１ａの内部
に配され、発光ユニット１ａの透明材料膜１３ａの端部Ａが、凹面鏡３１ａの中心軸と垂
直な方向へ向けられることで、すべての端部Ａが、確実に凹面鏡３１ａの反射面の一部に
対向できる。これにより、ヘッドライト５ａでは、従来では発光部１１ａから出射された
後に発光部１１ａへ戻り発光部１１ａの外部へ投光されなかった蛍光の一部が、透明材料
膜１３ａを介し発光部１１ａの外部へ確実に投光される。
【００９３】
　〔実施形態３〕
　本発明の第三実施形態について、図７～図８に基づいて説明すれば、以下のとおりであ
る。なお、説明の便宜上、上述の実施形態にて説明した部材と同じ機能を有する部材につ
いては、同じ符号を付記し、その説明を省略する。
【００９４】
　≪発光ユニット１ｂの製造方法≫
　図７は、本実施形態の発光ユニット１ｂの製造方法を示す図であって、（ａ）～（ｂ）
は発光ユニット１ｂを製造する過程を示す断面図であり、（ｃ）は（ｂ）の上面図であり
、（ｄ）は製造された発光ユニット１ｂを示す断面図である。
【００９５】
　図７の（ａ）に示されるように、基板１２の一面の全体に、例えば、アルミニウム（Ａ
ｌ）や銀（Ａｇ）などをコーティングしコーティング層１２１（支持部材）を形成する。
このように、基板１２は、コーティング層１２１を有してよい。
【００９６】
　図７の（ｂ）～（ｃ）に示されるように、例えば、ガラスフリット含有ペーストを印刷
により正方形に形成し、ベーキングによりガラスフリットを溶融して、冷却することによ
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り硬化させ、ガラス膜１３ｂ（透明材料膜）を形成する。ガラス膜１３ｂの厚さは、例え
ば、１０μｍである。ガラス膜１３ｂの屈折率は、１．５～１．６程度とした。
【００９７】
　図７の（ｄ）に示されるように、ＣＡＳＮ蛍光体と、セリウム（Ｃｅ）賦活αサイアロ
ン（ＳｉＡｌＯＮ；Silicon Aluminium Oxygen Nitrogen）蛍光体とが混合されてシリコ
ーン樹脂に封止されたものをガラス膜１３ｂ上に形成し、発光部１１ｂを形成する。ここ
で、ガラス膜１３ｂの端部Ａが露出するように、ガラス膜１３ｂの位置に合わせて蛍光体
板をガラス膜１３ｂ上に貼り付けた。そして、発光部１１ｂの平均屈折率を１．４５程度
とした。
【００９８】
　以上のように、発光部１１ｂと、基板１２と、コーティング層１２１と、ガラス膜１３
ｂとを備えた発光ユニット１ｂを製造できる。
【００９９】
　≪発光ユニット１ｂを利用したヘッドライト５ｂの構成≫
　図８は、図７の（ｄ）に示される発光ユニット１ｂを利用したヘッドライト５ｂ（発光
装置、照明装置、車両用前照灯）の構成を示す断面図であって、（ａ）は全体図を示し、
（ｂ）は発光ユニット１ｂ周辺の拡大図を示す。
【０１００】
　図８の（ａ）に示されるように、ヘッドライト５ｂは、導光部材２２ｂと、筐体２３ｂ
と、凸レンズ２４と、発光ユニット１ｂと、投光部材として上部筐体３１ｂと、波長選択
ミラー３３と、透明部材３４と、凸レンズ３２とを備える。また、図示されていないが、
ヘッドライト５ｂは、励起光としてのレーザ光Ｅを出射する半導体レーザ素子も備えてい
る。
【０１０１】
　（導光部材２２ｂ）
　導光部材２２ｂは、角柱形状の光学ロッドであり、その断面形状は、光ファイバー２２
のコアの断面形状とは異なり、正方形である。これにより、発光ユニット１ｂの発光部１
１ｂに、正方形のスポットとしてレーザ光Ｅを照射できる。また、導光部材２２ｂの材質
は、ガラスである。
【０１０２】
　この導光部材２２ｂの一方の端部は、後述する筐体２３ｂの内部経路内に挿入されてお
り、上記半導体レーザ素子から出射されたレーザ光Ｅを上記内部経路内に導光する。
【０１０３】
　（筐体２３ｂ・上部筐体３１ｂ・凸レンズ２４）
　ヘッドライト５ｂにおいて発光ユニット１ｂを収納する筐体は、筐体２３ｂおよび上部
筐体３１ｂから構成される。筐体２３ｂの、上部筐体３１ｂと接する面（接合面と称する
）に、発光ユニット１ｂのコーティング層１２１と基板１２とが埋め込まれている。発光
ユニット１ｂの発光部１１ｂとガラス膜１３ｂとは、上記接合面より突出しており、上部
筐体３１ｂに形成された、照明光を投光するための投光空間の内部において露出している
。
【０１０４】
　上部筐体３１ｂには、上記投光空間を形成する空洞部が形成されており、この空洞部の
表面である内壁Ｋは、光を反射する鏡面になっている。
【０１０５】
　図８の（ｂ）に示されるように、発光ユニット１ｂのガラス膜１３ｂの端部Ａは、内壁
Ｋに対向している。さらに、内壁Ｋは、端部Ａから光が出射される方向に対して傾斜して
おり、端部Ａから出射した光を受け所望の方向（凸レンズ３２の方向）へ投光できる。
【０１０６】
　また、筐体２３ｂおよび上部筐体３１ｂには、導光部材２２ｂから出射されたレーザ光
を通過させる内部経路が形成されている。凸レンズ２４は、筐体２３ｂの内部に形成され
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た内部経路内に配置されている。そして、この凸レンズ２４は、導光部材２２ｂから出射
したレーザ光Ｅを集光し、波長選択ミラー３３に照射する。
【０１０７】
　（波長選択ミラー３３）
　波長選択ミラー３３は、発光部１１ｂの励起光照射面Ｓに対向して配置された透光性を
有する多層膜コーティング層である。波長選択ミラー３３は、透明部材３４の一方の面に
真空蒸着法やスパッタ法などで形成された薄膜層であり、発光部１１ｂの励起光照射面Ｓ
に対向して略平行に配置されている。
【０１０８】
　この波長選択ミラー３３は、上記内部経路を通過したレーザ光Ｅを反射させる一方、発
光部１１ｂが発する蛍光を透過させる。すなわち、波長選択ミラー３３は、レーザ光Ｅを
反射させ、且つ、発光部１１ｂが発する蛍光を透過させるという、波長選択性を有してい
る。
【０１０９】
　（透明部材３４）
　透明部材３４は、発光部１１ｂが発する蛍光を透過し、かつ、その表面に波長選択ミラ
ー３３が形成された基板である。換言するならば、透明部材３４は、波長選択ミラー３３
として機能する多層膜コーティング層を支持する透明部材である。透明部材３４としては
、例えば、ＢＫ７、合成石英、白板ガラス（例えば、Ｂ２７０、Ｄ２６３Ｔｅｃｏ、ＢＳ
Ｌ７）などを好適に用いることができる。
【０１１０】
　≪ヘッドライト５ｂの動作および効果≫
　ヘッドライト５ｂは、以下に列挙するように動作する。
・図８の（ａ）に二点鎖線で示されるように、青紫色（波長４０５ｎｍ）のレーザ光Ｅが
、発光ユニット１ｂの発光部１１ｂの励起光照射面Ｓの全面に照射される。
・図８の（ａ）に細い破線で示されるように、発光ユニット１ｂの発光部１１ｂから出射
した、赤色の蛍光と青緑色の蛍光とが混色した白色光が、照明光Ｉとして投光される。
・図８の（ａ）に太い破線で示されるように、発光ユニット１ｂのガラス膜１３ｂの端部
Ａから出射した、赤色の蛍光と青緑色の蛍光とが混色した白色光が、照明光Ｉａとして投
光される。
【０１１１】
　以上の動作により、従来では発光部１１ｂから出射された後に発光部１１ｂへ戻り発光
部１１ｂの外部へ投光されなかった蛍光の一部（照明光Ｉａ）が、ガラス膜１３ｂを介し
発光部１１ｂの外部へ投光される。
【０１１２】
　〔実施形態４〕
　本発明の第四実施形態について、図９～図１０に基づいて説明すれば、以下のとおりで
ある。なお、説明の便宜上、上述の実施形態にて説明した部材と同じ機能を有する部材に
ついては、同じ符号を付記し、その説明を省略する。
【０１１３】
　≪発光ユニット１ｃの製造方法≫
　図９は、本実施形態の発光ユニット１ｃの製造方法を示す図であって、（ａ）および（
ｃ）は発光ユニット１ｃを製造する過程を示す断面図であり、（ｂ）は（ａ）の上面図で
あり、（ｄ）は製造された発光ユニット１ｃを示す断面図である。
【０１１４】
　図９の（ａ）～（ｂ）に示されるように、基板１２ｃ（支持部材）は、例えば、表面に
円形の凸部Ｈが設けられたアルミニウム基板である。
【０１１５】
　図９の（ｃ）に示されるように、基板１２ｃの一面の全体に、例えば、スパッタ法によ
り、二酸化ケイ素（ＳｉＯ２）膜である透明材料膜１３ｃを形成する。透明材料膜１３ｃ
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の膜厚は、例えば、０．１μｍである。透明材料膜１３ｃの屈折率は、１．４６程度にな
る。
【０１１６】
　図９の（ｄ）に示されるように、ユーロピウム（Ｅｕ）賦活αＳｉＡｌＯＮ蛍光体とβ
ＳｉＡｌＯＮ蛍光体とを混合した蛍光体ペーストをディスペンサにより基板１２ｃの凸部
Ｈに塗布（シリコーンポッティング）し、ベーキングを行うことで発光部１１ｃを形成す
る。このとき、凸部Ｈの斜面部Ａｃには発光部１１ｃが形成されないようにした。
【０１１７】
　ここで、斜面部Ａｃは、透明材料膜１３ｃの露出した端部であると見なすことができる
。そして、発光部１１ｃから出射された蛍光の一部は、透明材料膜１３ｃに入射し、斜面
部Ａｃまで導光される。導光された蛍光は、斜面部Ａｃから出射する。
【０１１８】
　以上のように、発光部１１ｃと、基板１２ｃと、透明材料膜１３ｃとを備えた発光ユニ
ット１ｃを製造できる。
【０１１９】
　発光ユニット１ｃでは、波長４５０ｎｍのレーザ光が、発光部１１ｃの励起光照射面Ｓ
の全面に照射されることにより、発光部１１ｃ中のＥｕ賦活αＳｉＡｌＯＮ蛍光体とβＳ
ｉＡｌＯＮ蛍光体とが励起されて蛍光を発する。
【０１２０】
　≪発光ユニット１ｃを利用したスポットライト５ｃの構成≫
　図１０は、図９の（ｄ）に示される発光ユニット１ｃを利用したスポットライト５ｃ（
発光装置、照明装置）の構成を示す断面図である。
【０１２１】
　図１０に示されるように、スポットライト５ｃは、レーザ素子２１と、凸レンズ２４と
、折り返しミラー２６と、発光ユニット１ｃと、投光部材として凹面鏡３１ｃ（反射鏡）
とを備える。
【０１２２】
　（折り返しミラー２６）
　折り返しミラー２６は、レーザ素子２１から出射し凸レンズ２４を透過した光を、発光
ユニット１ｃ励起光照射面Ｓの全面へ反射・集光する。
【０１２３】
　（凹面鏡３１ｃ）
　凹面鏡３１ｃは、凹面鏡３１とは異なり、回転放物面の一部をベースにした凹面鏡（つ
まり、すり鉢形状）である。そして、回転放物面は、回転放物面の内部に焦点を一つ有す
る。発光ユニット１ｃは、発光ユニット１ｃの発光部１１ｃが当該焦点に配されるように
、回転放物面の底部（Ｚ軸負方向側の部位）に配されている。よって、発光ユニット１ａ
が出射した光は、凹面鏡３１ｃに反射された後、概ね平行光として投光される。
【０１２４】
　≪スポットライト５ｃの動作および効果≫
　スポットライト５ｃは、以下に列挙するように動作する。
・図１０に二点鎖線で示されるように、青色（波長４５０ｎｍ）のレーザ光が、発光ユニ
ット１ｃの発光部１１ｃの励起光照射面Ｓの全面に照射される。
・図１０に細い破線で示されるように、発光ユニット１ｃの発光部１１ｃから出射した、
赤色および緑色の蛍光と、青色のレーザ光とが混色した白色光が、照明光Ｉとして投光さ
れる。
・図１０に太い破線で示されるように、発光ユニット１ｃの透明材料膜１３ｃの端部Ａか
ら出射した、赤色および緑色の蛍光と、青色のレーザ光とが混色した白色光が、照明光Ｉ
ａとして投光される。
【０１２５】
　以上の動作により、従来では発光部１１ｃから出射された後に発光部１１ｃへ戻り発光
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部１１ｃの外部へ投光されなかった蛍光の一部（照明光Ｉａ）が、透明材料膜１３ｃを介
し発光部１１ｃの外部へ投光される。
【０１２６】
　〔実施形態５〕
　本発明の第五実施形態について、図１１～図１３に基づいて説明すれば、以下のとおり
である。なお、説明の便宜上、上述の実施形態にて説明した部材と同じ機能を有する部材
については、同じ符号を付記し、その説明を省略する。
【０１２７】
　≪発光ユニット１ｄの製造方法≫
　図１１は、本実施形態の発光ユニット１ｄの製造方法を示す断面図であって、（ａ）～
（ｃ）は発光ユニット１ｄを製造する過程を示し、（ｄ）は製造された発光ユニット１ｄ
を示す。
【０１２８】
　図１１の（ａ）～（ｂ）に示されるように、基板１２の一面の全体に、例えば、スパッ
タ法により、二酸化ケイ素（ＳｉＯ２）膜を下層（基板１２に接する層）とし、二酸化チ
タン（ＴｉＯ２）膜を上層（下層の上に積層される層）とした二種類の誘電体膜を含む透
明材料膜１３ｄを形成する。
【０１２９】
　二酸化ケイ素膜の屈折率は、１．４６程度である。また、二酸化チタン膜の屈折率は、
２．５～２．７程度である。
【０１３０】
　図１１の（ｃ）に示されるように、ＣＡＳＮ蛍光体を含む蛍光体分散液を透明材料膜１
３ｄの一面の全面に沈降させた下層と、βＳｉＡｌＯＮ蛍光体を含む蛍光体分散液を当該
下層の一面の全体に沈降させた中層と、ＢＡＭ（Ｅｕ賦活ＢａＭｇＡｌ１０Ｏ１７）蛍光
体を含む蛍光体分散液を当該中層の一面の全面に沈降させた上層とを、順に積層させ積層
体１０ｄを形成する。そして、積層体１０ｄをベーキングし、発光部１１ｄを形成する。
【０１３１】
　図１１の（ｄ）に示されるように、スクライブにより積層体１０ｄに溝１４を形成する
（溝ストライプ）。溝１４は、発光部１１ｄの励起光照射面Ｓから基板１２まで達するよ
うに設けられる。また、溝１４は、発光部１１ｄの励起光照射面Ｓが例えば正方形になる
ように（正方形の四辺に相当する位置に）、設けられる。
【０１３２】
　以上のように、発光部１１ｄと、基板１２と、透明材料膜１３ｄとを備えた発光ユニッ
ト１ｄを製造できる。
【０１３３】
　（発光ユニット１ｄの効果）
　発光部１１ｄが発した蛍光の一部は、基板１２で反射するときに、基板１２により吸収
される（蛍光の吸収）。しかし、透明材料膜１３ｄを２層以上の多層構造とし、これらの
層において、基板１２側の層（以下「下層１３２」）の屈折率を、発光部１１ｄ側の層（
以下「上層１３１」）の屈折率よりも低くすることにより、下層１３２から基板１２へ向
かって蛍光が出射することを防止できる。そのため、発光部１１ｄが発した蛍光の一部を
、透明材料膜１３ｄの端部Ａから効率的に取り出すことができる。
【０１３４】
　図１２は、図１１に示される発光ユニット１ｄの効果を説明するための断面図である。
【０１３５】
　図１２に示されるように、透明材料膜１３ｄが、上層１３１（主層）と、上層１３１よ
りも屈折率が低い下層１３２（第一の補助層）とを備えるとき、発光部１１ｄが上層１３
１の中へ発した蛍光Ｌｂは、上層１３１から下層１３２を介して基板１２に向かって出射
し、基板１２に反射されることが少なくなる（蛍光吸収の抑制）。そのため、蛍光Ｌｂは
、上層１３１によって導波される割合が多くなる。
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【０１３６】
　以上のように、透明材料膜１３ｄが単層である構成よりも、発光部１１ｄが発する蛍光
の利用効率を高めることができる。
【０１３７】
　≪発光ユニット１ｄを利用した照明器具用光源５ｄの構成≫
　図１３は、図１１の（ｄ）に示される発光ユニット１ｄを利用した照明器具用光源５ｄ
（発光装置、照明装置）の構成を示す断面図である。
【０１３８】
　図１３に示されるように、照明器具用光源５ｄは、レーザ素子２１ｄ（励起光源）と、
光ファイバー２２と、筐体２３ｄと、凸レンズ２４と、折り返しミラー２６ｄと、発光ユ
ニット１ｄと、投光部材としてスリガラス３５とを備える。
【０１３９】
　（レーザ素子２１ｄ）
　レーザ素子２１ｄは、波長４０５ｎｍ（青紫色）のレーザ光を出射する半導体レーザ素
子である。レーザ素子２１ｄは、放熱用のヒートシンク（非図示）に取り付けられている
。また、レーザ素子２１は、駆動用の電源回路（非図示）に接続されている。
【０１４０】
　（筐体２３ｄ・凸レンズ２４・折り返しミラー２６ｄ）
　筐体２３ｄは、発光ユニット１ｄ、凸レンズ２４およびスリガラス３５を支持する筐体
である。発光ユニット１ｄの基板１２は、筐体２３ｄに埋め込まれている。発光ユニット
１ｄの発光部１１ｄと透明材料膜１３ｄとは、筐体２３ｄから露出している。
【０１４１】
　この筐体２３ｄには、光ファイバー２２から出射したレーザ光を通過させる内部経路が
形成されている。凸レンズ２４は、筐体２３ｄの上記内部経路内に備えられている。そし
て、凸レンズ２４は、光ファイバー２２から出射したレーザ光を発光ユニット１ｄの発光
部１１ｄの励起光照射面Ｓの全面に結像する。
【０１４２】
　折り返しミラー２６ｄは、レーザ素子２１ｄから出射し凸レンズ２４を透過した光を、
発光ユニット１ｄの発光部１１ｄの励起光照射面Ｓの全面へ反射・集光する。
【０１４３】
　（スリガラス３５）
　スリガラス３５は、中空の球体状のガラス部材である。そして、発光ユニット１ｄの発
光部１１ｄと透明材料膜１３ｄとは、スリガラス３５により覆われている。そのため、照
明器具用光源５ｄは、いわゆる電球状に発光する照明装置として機能する。
【０１４４】
　発光ユニット１ｄの透明材料膜１３ｄの端部Ａから出射した蛍光は、スリガラス３５を
透過して外部に照明光Ｉａとして放出される。上述のように、発光部１１ｄの透明材料膜
１３ｄが単層である構成よりも、発光部１１ｄが発する蛍光の利用効率を高めることがで
きるため、照明器具用光源５ｄの発光効率を高めることができる。
【０１４５】
　スリガラス３５は、波長４０５ｎｍの光に対する透過率が低く、かつ、発光部１１ｄが
発する蛍光に対する透過率が高い、ＵＶ（ultraviolet）カット部材であることが好まし
い。これにより、発光部１１ｄの表面で散乱された４０５ｎｍのレーザ光は、スリガラス
３５にて吸収されるため、当該レーザ光の外部への放出が抑制される。
【０１４６】
　なお、スリガラス３５の代わりに、透明または半透明の投光部材を用いてもよい。
【０１４７】
　（照明器具用光源５ｄの形状）
　照明器具用光源５ｄの形状は、全体的に球体状であるがこの形状に限定されず、ライン
状または平面状であってもよい。
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【０１４８】
　≪照明器具用光源５ｄの動作および効果≫
　照明器具用光源５ｄは、以下に列挙するように動作する。
・図１３に二点鎖線で示されるように、青紫色（波長４０５ｎｍ）のレーザ光が、発光ユ
ニット１ｄの発光部１１ｄの励起光照射面Ｓの全面に照射される。
・図１３に細い破線で示されるように、発光ユニット１ｄの発光部１１ｄから出射した、
白色光が、照明光Ｉとして投光される。上記白色光は、赤色の蛍光と、黄色の蛍光と、青
色の蛍光とが発光部１１ｄの内部で混色されることによって生成される。
・図１３に太い破線で示されるように、発光ユニット１ｄの透明材料膜１３ｄの端部Ａか
ら出射した、上記白色光が、照明光Ｉａとして投光される。
【０１４９】
　以上の動作により、従来では発光部１１ｄから出射された後に発光部１１ｄへ戻り発光
部１１ｄの外部へ投光されなかった蛍光の一部（照明光Ｉａ）が、透明材料膜１３ｄを介
し発光部１１ｄの外部へ投光される。
【０１５０】
　〔実施形態６〕
　本発明の第六実施形態について、図１４～図１５に基づいて説明すれば、以下のとおり
である。なお、説明の便宜上、上述の実施形態にて説明した部材と同じ機能を有する部材
については、同じ符号を付記し、その説明を省略する。
【０１５１】
　≪発光ユニット１ｅの製造方法≫
　図１４は、本実施形態の発光ユニット１ｅの製造方法を示す断面図であって、（ａ）～
（ｃ）は発光ユニット１ｅを製造する過程を示し、（ｄ）は製造された発光ユニット１ｅ
を示す。
【０１５２】
　図１４の（ａ）に示されるように、基板１２ｅ（支持部材）は、例えば、逆台形状の凸
部Ｈｅが設けられたアルミニウム基板である。なお、基板１２ｅの一面の全体に、例えば
、銀（Ａｇ）をコーティングしコーティング層（非図示）を形成してもよい。
【０１５３】
　図１４の（ｂ）～（ｃ）に示されるように、基板１２ｅの一面側から、その全体に、例
えば、スパッタ法により、第一の酸化アルミニウム（Ａｌ２Ｏ３）膜１３１ｅ（第一の補
助層）と、二酸化チタン（ＴｉＯ２）膜１３２ｅ（主層）と、第二の酸化アルミニウム（
Ａｌ２Ｏ３）膜１３３ｅ（第二の補助層）と（三層の誘電体膜）を記載の順に積層し、透
明材料膜１３ｅを形成する。
【０１５４】
　第一の酸化アルミニウム膜１３１ｅの屈折率と、第二の酸化アルミニウム膜１３３ｅの
屈折率とは、１．７６程度である。また、二酸化チタン膜１３２ｅの屈折率は、２．５～
２．７程度である。
【０１５５】
　凸部Ｈｅの透明材料膜１３ｅに対向する面である凸面の面積は、当該凸面と平行な凸部
Ｈｅの断面の面積よりも大きい。つまり、凸部Ｈｅの縦断面形状が逆台形状であるため、
凸部Ｈｅの側面には、透明材料膜１３ｅが堆積しない。そして、透明材料膜１３ｅは、凸
部Ｈｅの上部（中央部）と下部（周辺部）とに分かれ、不連続な構造となる。
【０１５６】
　図１４の（ｄ）に示されるように、ＹＡＧ蛍光体とガラスフリットとを含有したペース
トを凸部Ｈｅの上部に塗布しベーキングを行い、発光部１１ｅを形成する。ここで、透明
材料膜１３ｅは不連続な構造であるため、発光部１１ｅが形成された後でも、透明材料膜
１３ａの端部Ａは露出している。
【０１５７】
　以上のように、発光部１１ｅと、基板１２ｅと、透明材料膜１３ｅとを備えた発光ユニ
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ット１ｅを製造できる。
【０１５８】
　（透明材料膜１３ｅを三層の誘電体膜とすることの効果）
　従来の発光ユニットでは、発光部から出射された蛍光の一部が、発光部と、発光部を支
持する基板などの支持部材との界面で反射し、発光部へ戻る。蛍光は、レーザ光などの励
起光とは異なり蛍光物質を励起できない。そして、発光部へ戻った蛍光は、発光部の内部
で減衰する（蛍光の減衰）。
【０１５９】
　また、発光部が発した蛍光の一部は、発光部と支持部材との界面で反射するときに、支
持部材により吸収される（蛍光の吸収）。
【０１６０】
　しかし、高い屈折率の層へ入射した光は、低い屈折率の層へ出射し難い。よって、透明
材料膜１３ｅが、高い屈折率の層を低い屈折率の層で挟んだ三層の誘電体膜を含めば、上
述の蛍光の減衰・蛍光の吸収が抑制され、発光部１１ｅが発した蛍光の一部を、透明材料
膜１３ｅ（特に、二酸化チタン膜）の端部から効率的に取り出すことができる。
【０１６１】
　≪発光ユニット１ｅを利用した内視鏡用光源５ｅの構成≫
　図１５は、図１４の（ｄ）に示される発光ユニット１ｅを利用した内視鏡用光源５ｅ（
発光装置、照明装置）の構成を示す断面図である。
【０１６２】
　図１５に示されるように、内視鏡用光源５ｅは、レーザ素子２１と、筐体２３と、凸レ
ンズ２４と、支持台２５と、発光ユニット１ｅと、投光部材として凹面鏡３１と、光ファ
イバー３６とを備える。
【０１６３】
　（レーザ素子２１・筐体２３）
　レーザ素子２１は、筐体２３に形成された開口部に嵌め込まれている。レーザ素子２１
が出射したレーザ光は、筐体２３の内部に直接出射される。そして、筐体２３の内部に配
された凸レンズ２４は、レーザ素子２１から出射したレーザ光を、発光ユニット１ｅの発
光部１１ｅの励起光照射面Ｓの全面に結像する。
【０１６４】
　（凹面鏡３１）
　凹面鏡３１は、発光部１１ｅから出射された蛍光を配光制御し、その第二焦点Ｆに集光
する光学部材である。上述のように、凹面鏡３１は、回転楕円体の一部をベースにしてい
るため、焦点を二つ有する。発光ユニット１ｅは、凹面鏡３１の第一焦点に配置されてお
り、発光ユニット１ｅから出射した蛍光は、凹面鏡３１の第二焦点に集光される。この第
二焦点に光ファイバー２２ｅの一端（入射端）が配置されている。そのため、発光ユニッ
ト１ｅから出射した蛍光は、光ファイバー２２ｅの入射端部のコアに集光され、光ファイ
バー２２ｅの内部へ導光される。
【０１６５】
　そして、光は、凹面鏡３１の第一焦点の近くから出射するほど、第二焦点の近くに集光
される。ゆえに、発光ユニット１ｅが充分に小さければ、その全体を第一焦点の近くに配
することも容易になるため、発光ユニット１ｅが発する光を、効率的に第二焦点（光ファ
イバー２２ｅの入射端）の近くに集光できる。
【０１６６】
　（光ファイバー２２ｅ）
　光ファイバー２２ｅの一端は、上述のように凹面鏡３１の形状をなす回転楕円体の第二
焦点Ｆに配されている。発光ユニット１ｅが出射した光は、凹面鏡３１で反射された後、
第二焦点Ｆに位置する光ファイバー２２ｅの入射端へ集光される。光ファイバー２２ｅは
、入射端から入射した光を、他端（出射端）へと導光し、図１５におけるＺ軸正方向側へ
投光する。
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【０１６７】
　≪内視鏡用光源５ｅの動作および効果≫
　内視鏡用光源５ｅは、以下に列挙するように動作する。
・図１５に二点鎖線で示されるように、青色（波長４５０ｎｍ）のレーザ光が、発光ユニ
ット１ｅの発光部１１ｅの励起光照射面Ｓの全面に照射される。
・図１５に細い破線で示されるように、発光ユニット１ｅの発光部１１ｅから出射した、
黄色の蛍光と、青色のレーザ光とが混色した白色光が、照明光Ｉとして投光される。
・図１５に太い破線で示されるように、発光ユニット１ｅの透明材料膜１３ｅの端部Ａか
ら出射した、黄色の蛍光と、青色のレーザ光とが混色した白色光が、照明光Ｉａとして投
光される。
・照明光Ｉ・Ｉａは、光ファイバー２２ｅの一端（入射端）から投光される。
【０１６８】
　以上の動作により、従来では発光部１１ｅから出射された後に発光部１１ｅへ戻り発光
部１１ｅの外部へ投光されなかった蛍光の一部（照明光Ｉａ）が、透明材料膜１３ｅを介
し発光部１１ｅの外部へ投光される。
【０１６９】
　（レーザ光による励起と光ファイバーによる投光とを利用する構成の効果）
　特に、図１５に示されるように、発光ユニット１ｅから発せられる白色光を、光ファイ
バー２２ｅの入射端に効率的に入射させるためには、発光ユニット１ｅの発光点のサイズ
は、光ファイバー２２ｅのコアのサイズよりも小さいことが好ましい。
【０１７０】
　ここで、発光点が円形の場合には、発光点のサイズは、発光点の直径を意味する。また
、発光点が矩形の場合には、発光点のサイズは、発光点の辺の長さを意味する。
【０１７１】
　凹面鏡３１の第一焦点に位置する発光ユニット１ｅの発光点のサイズが小さいほど、発
光ユニット１ｅから発せられる白色光が、凹面鏡３１の第二焦点に位置する光ファイバー
２２ｅの入射端に集光される領域のサイズも小さくなる。
【０１７２】
　レーザ光が蛍光体を含む発光部１１ｅを励起することにより得られる白色光源では、そ
の輝度を既存の光源の輝度よりも高くすることができる。換言するならば、既存の光源よ
りも小さな光源から、大きな光束を得ることができる。このため、白色光を光ファイバー
２２ｅのコアへ、効率的に集光することが容易となる。以上の白色光源は、光ファイバー
照明として好適である。
【０１７３】
　（変更例）
　発光ユニット１ｅから発せられる白色光を光ファイバー２２ｅの入射端に集光するため
の光学部材は、凹面鏡３１に限定されず、半球面ミラーとレンズとの組み合わせなど、そ
の他の光学部材であってもよい。
【０１７４】
　〔まとめ〕
　本発明の態様１に係る発光装置（ヘッドライト５・５ａ～５ｅ）は、励起光（レーザ光
Ｅ）を受け蛍光Ｌ・Ｌａ・Ｌｂを発する蛍光物質（蛍光体粒子Ｐ）を含む発光部１１・１
１ａ～１１ｅと、上記発光部と、当該発光部を支持する支持部材（基板１２・１２ｃ・１
２ｅ・コーティング層１２１）との間に配され、端部が露出された透明材料膜１３・１３
ａ・１３ｃ～１３ｅ（ガラス膜１３ｂ）と、上記端部に対向する投光部材（凹面鏡３１・
３１ａ・３１ｃ；上部筐体３１ｂ；凸レンズ３２；スリガラス３５）とを備え、上記励起
光は、上記発光部の、上記透明材料膜と対向する側とは反対側の励起光照射面Ｓに照射さ
れる。
【０１７５】
　蛍光物質を含む発光部に励起光を照射し、当該励起光が照射された発光部の面である励
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起光照射面から主に蛍光を取り出す構成の発光装置を「反射型」の発光装置と称すること
にする。
【０１７６】
　反射型の発光装置では、発光部から出射された蛍光の一部が、発光部を支持する支持部
材（例えば、基板）に反射し、発光部へ入射する。蛍光は、励起光とは異なり蛍光物質を
励起できない。そして、発光部へ戻った蛍光は、発光部の内部で減衰する。そのため、従
来では、蛍光の利用効率が低下するという問題があった。
【０１７７】
　上記構成によれば、発光部から出射された蛍光の一部は、透明材料膜に入射し、透明材
料膜の露出した端部まで導光される。導光された蛍光は、透明材料膜の端部から出射する
。投光部材は、端部に対向しているため、端部から出射した光を受け所望の方向へ投光で
きる。
【０１７８】
　そのため、発光部から出射された蛍光が、透明材料膜と、発光部を支持する支持部材と
の界面で反射して発光部に戻ることにより蛍光のロスが発生することを防止でき、蛍光の
利用効率を高めることができる。
【０１７９】
　本発明の態様２に係る発光装置では、上記態様１において、上記励起光は、上記励起光
照射面の全面に照射されてよい。
【０１８０】
　上記構成によれば、発光部から出射する蛍光と、透明材料膜の端部から出射する蛍光と
は、一点から出射した光として観測される。つまり、発光装置は、一つの発光点を有する
発光源となる。
【０１８１】
　そのため、単一の発光点を有する、点光源に好適な光源を実現できる。
【０１８２】
　本発明の態様３に係る発光装置では、上記態様１または２において、上記励起光照射面
の面積と、上記透明材料膜の、上記発光部と対向する面の面積とは、同じであってよい。
【０１８３】
　導光面積（透明材料膜の発光部と対向する面の面積）が、発光面積（励起光照射面の面
積）よりも大きければ、実質的な発光装置の発光源のサイズは、発光面積よりも大きくな
るとともに、発光装置の発光点が見かけ上複数存在してしまう可能性がある。
【０１８４】
　上記構成によれば、発光部から出射する蛍光の出射位置と、透明材料膜の端部から出射
する蛍光の出射位置とが、概ね同一位置であるとみなせるため、発光装置を光学的に扱い
やすくなる（例えば、投光部材が有する焦点に対して発光部の位置を決めやすくなる）。
【０１８５】
　本発明の態様４に係る発光装置では、上記態様１から３のいずれか一態様において、上
記透明材料膜の厚さは、０．１μｍ以上１０μｍ以下であってよい。
【０１８６】
　透明材料膜の膜厚が大きくなるほど、透明材料膜を介し発光部から基板へ放熱される熱
量が少なくなる。一方、透明材料膜の膜厚が小さくなるほど、透明材料膜が導光する光量
は少なくなる。
【０１８７】
　上記構成によれば、膜厚が１０μｍ以下であることにより、透明材料膜は、発光部が発
した熱を充分に支持部材へ伝えることができる。また、膜厚が０．１μｍ以上であること
により、透明材料膜は、光を充分に導光できる。
【０１８８】
　本発明の態様５に係る発光装置では、上記態様１から４のいずれか一態様において、上
記透明材料膜の平均屈折率は、上記発光部の平均屈折率よりも高くてよい。
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【０１８９】
　平均屈折率とは、部材（発光部または透明材料膜）が含む各物質の屈折率を、物質の部
材に対する体積含有率に基づいて加重平均した値である。
【０１９０】
　ここで、所定の媒質に入射した光は、屈折率が低い他の媒質へは出射し難い。
【０１９１】
　上記構成によれば、透明材料膜の平均屈折率が、発光部の平均屈折率よりも高くなる場
合、発光部から透明材料膜に入射した光は、透明材料膜に閉じ込められやすくなる。その
ため、透明材料膜に入射した光を、透明材料膜の端部へ向かう方向により確実に導波する
ことができる。
【０１９２】
　本発明の態様６に係る発光装置では、上記態様１から５のいずれか一態様において、上
記発光部は、吸収波長域が異なる複数の種類の蛍光体物質を含んでよい。
【０１９３】
　本発明の態様７に係る発光装置では、上記態様１から６のいずれか一態様において、主
層（上層１３１；二酸化チタン膜１３２ｅ）と、屈折率が当該主層よりも低く、かつ、上
記支持部材側に配された第一の補助層（下層１３２；第一の酸化アルミニウム膜１３１ｅ
）とを含んでよい。
【０１９４】
　従来の発光装置では、発光部が発した蛍光の一部は、支持部材で反射するときに、支持
部材により吸収される（蛍光の吸収）。
【０１９５】
　上述のように、所定の媒質に入射した光は、屈折率が低い他の媒質へは出射し難い。
【０１９６】
　上記構成によれば、主層へ入射した蛍光は、第一の補助層へ出射し難くなる。第一の補
助層は、主層と、支持部材との間に配されているので、当該蛍光は、支持基板へも出射し
難くなる。よって、上述の蛍光の吸収が抑制されるため、発光部が発した蛍光の一部を、
透明材料膜の端部から、効率的に取り出すことができる。
【０１９７】
　本発明の態様８に係る発光装置では、上記態様７において、屈折率が上記主層よりも低
く、かつ、上記発光部側に配された第二の補助層（第二の酸化アルミニウム膜１３３ｅ）
をさらに含んでよい。
【０１９８】
　本発明の態様９に係る発光装置では、上記態様７または８において、上記主層は、二酸
化チタンを含んでよい。
【０１９９】
　上記構成によれば、透明材料膜の屈折率が特に高くなるため、発光部が発した蛍光の一
部を、透明材料膜の端部から、さらに効率的に取り出すことができる。
【０２００】
　本発明の態様１０に係る発光装置では、上記態様１から９のいずれか一態様において、
上記透明材料膜は、誘電体材料を含んでよい。
【０２０１】
　本発明の態様１１に係る発光装置では、上記態様１から１０のいずれか一態様において
、上記透明材料膜は、ガラスを含んでよい。
【０２０２】
　本発明の態様１２に係る発光装置では、上記態様１から１１のいずれか一態様において
、上記端部は、上記透明材料膜を切断することにより形成されてよい。
【０２０３】
　本発明の態様１３に係る発光装置では、上記態様１から１２のいずれか一態様において
、上記支持部材は、凸部Ｈ・Ｈｅを有し、上記発光部は、上記凸部によって支持され、上
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記透明材料膜は、上記発光部と、上記凸部との間に配されてよい。
【０２０４】
　上記構成によれば、透明材料膜が導光した光を凸部の側部から出射できるので、透明材
料膜の端部を加工する必要がなくなる。
【０２０５】
　本発明の態様１４に係る発光装置では、上記態様１３において、上記凸部の上記透明材
料膜に対向する面である凸面の面積は、上記凸面と平行な上記凸部の断面の面積よりも大
きくてよい。
【０２０６】
　本発明の態様１５に係る発光装置では、上記態様１から１４のいずれか一態様において
、上記投光部材は、反射鏡（凹面鏡３１・３１ａ・３１ｃ）であってよい。
【０２０７】
　本発明の態様１６に係る発光装置では、上記態様１５において、上記反射鏡の形状は、
すり鉢形状であり、上記反射鏡の内面と、上記端部とは、対向してよい。
【０２０８】
　本発明の態様１７に係る発光装置では、上記態様１５または１６において、上記反射鏡
の形状は、回転楕円体または回転放物面、の一部を含んでよい。
【０２０９】
　本発明の態様１８に係る発光装置では、上記態様１７において、上記反射鏡の形状は、
回転楕円体の一部を含み、上記発光部は、上記反射鏡の第一焦点に配され、上記反射鏡の
第二焦点Ｆに位置する焦点を有する凸レンズをさらに備えてよい。
【０２１０】
　本発明の態様１９に係る照明装置は、上記態様１から１８のいずれか一態様における発
光装置と、上記励起光を照射する励起光源（レーザ素子２１・２１ｄ）とを備える。
【０２１１】
　本発明の態様２０に係るスポットライトまたは車両用前照は、上記態様１９における照
明装置（ヘッドライト５・５ａ・５ｂ；スポットライト５ｃ；照明器具用光源５ｄ；内視
鏡用光源５ｅ）を備える。
【０２１２】
　本発明の態様２１に係る内視鏡は、上記態様１から１８のいずれか一態様における発光
装置と、上記励起光を照射する励起光源と、上記投光部材によって配光制御された光を導
光する光ファイバー３６とを備える。
【０２１３】
　〔付記事項〕
　本発明は上述した各実施形態に限定されるものではなく、請求項に示した範囲で種々の
変更が可能であり、異なる実施形態にそれぞれ開示された技術的手段を適宜組み合わせて
得られる実施形態についても本発明の技術的範囲に含まれる。さらに、各実施形態にそれ
ぞれ開示された技術的手段を組み合わせることにより、新しい技術的特徴を形成すること
ができる。
【産業上の利用可能性】
【０２１４】
　本発明は、自動車用前照灯、スポットライト、内視鏡などの発光源に利用できる。
【符号の説明】
【０２１５】
１　発光ユニット
１ａ　発光ユニット
１ｂ　発光ユニット
１ｃ　発光ユニット
１ｄ　発光ユニット
１ｅ　発光ユニット
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５　ヘッドライト（発光装置、照明装置、車両用前照灯）
５ａ　ヘッドライト（発光装置、照明装置、車両用前照灯）
５ｂ　ヘッドライト（発光装置、照明装置、車両用前照灯）
５ｃ　スポットライト（発光装置、照明装置）
５ｄ　照明器具用光源（発光装置、照明装置）
５ｅ　内視鏡用光源（発光装置、照明装置）
１１　発光部
１１ａ　発光部
１１ｂ　発光部
１１ｃ　発光部
１１ｄ　発光部
１１ｅ　発光部
１２　基板（支持部材）
１２１　コーティング層（支持部材）
１２ｃ　基板（支持部材）
１２ｅ　基板（支持部材）
１３　透明材料膜
１３ａ　透明材料膜
１３ｂ　ガラス膜（透明材料膜）
１３ｃ　透明材料膜
１３ｄ　透明材料膜
１３１　上層（主層）
１３２　下層（第一の補助層）
１３ｅ　透明材料膜
１３１ｅ　第一の酸化アルミニウム膜（第一の補助層）
１３２ｅ　二酸化チタン膜（主層）
１３３ｅ　第二の酸化アルミニウム膜（第二の補助層）
２１　レーザ素子（励起光源）
２１ｄ　レーザ素子（励起光源）
３１　凹面鏡（投光部材、反射鏡）
３１ａ　凹面鏡（投光部材、反射鏡）
３１ｂ　上部筐体（投光部材）
３１ｃ　凹面鏡（投光部材、反射鏡）
３２　凸レンズ（投光部材）
３５　スリガラス（投光部材）
３６　光ファイバー
Ａ　端部
Ｅ　レーザ光（励起光）
Ｆ　第二焦点
Ｈ　凸部
Ｈｅ　凸部
Ｌ　蛍光
Ｌａ　蛍光
Ｌｂ　蛍光
Ｐ　蛍光体粒子（蛍光物質）
Ｓ　励起光照射面
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